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１．業 務 報 告 書 

(１) 事 業 概 況

事業方針 

 令和６年度から令和８年度までの３か年間における中期事業計画の初年度

となる令和６年度は、「金融支援と経営支援の一体的取組」を柱に据え、県内

中小企業者の「頼りがいのあるパートナー」として、金融機関や関係支援機関

との連携を一層深め、この関係性を活かしたハブ機能を発揮することで、地域

経済の活性化に一層の役割を果たしていくこととしました。 

特に、経営支援面では、企業訪問等を通じ、企業の実態把握に努めるととも

に、金融機関や関係支援機関との連携を図り、課題を抱える中小企業者に対し

ての支援を強化していくこととしました。 

また、支店統合を含む組織改編や人材の有効活用、業務のデジタル化の推進

等、組織力向上に向けた業務運営・組織体制の合理化を進め、持続可能な信用

保証制度の安定化を図ることとしました。 

経済金融情勢 

 日本銀行下関支店の「山口県金融経済情勢」によれば、県内景気は年度当初

から、緩やかな回復基調が続いています。こうした中、個人消費は着実に持ち

直し、設備投資についても好転はしているものの、企業倒産は増加傾向が続い

ています。

 また、山口県の「県内中小企業景況調査」によれば、景況感を表す指標であ

る業況判断ＤＩは、年度を通じてマイナス圏内で推移しています。

 中小企業者を取り巻く環境は、海外情勢や人口減少、金融市場の動向をはじ

め、物価高騰や人手不足等様々な経営課題を抱える中で、厳しい状況にあった

と考えます。

業績

１．保証部門 

 金融機関や関係支援機関と連携し、中小企業者のライフステージに応じた資

金繰り支援に取り組みました。

また、新型コロナウイルス感染症の影響が残る中小企業者もある中で、原材

料・エネルギー価格の高騰・円安・人手不足への対応等、中小企業者の抱える

経営課題は多様化しており、経営改善に向けた資金需要に対して柔軟かつきめ
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細かな対応に努めました。 
さらに、中小企業者の積極的な事業展開等を支援するため、経営者保証に依

存しない保証の推進に努めました。 
 

 （１）保証承諾 

   保証承諾は、５，１７９件（対前年比９６．６％）、８２４億５，９００

万円（同９１．５％）と、前年度に比べ件数は１８２件、金額は７６億２，

８７９万円の減少となりました。 

    

主な要因としては、前年は「新型コロナウイルス感染症対応資金」の借換

を目的とした「伴走支援型特別保証制度」の保証承諾が増加しましたが、同

保証の受付が令和６年６月末で終了したことに伴い、減少したものと考えま

す。 

 

 （２）保証債務残高 

   保証債務残高は、２４，９５９件（対前年比９８．９％）、２，８７２億

６，６８５万円（同９６．３％）と、前年度末に比べ件数は２７８件、金額

は１１０億４，７４８万円の減少となりました。 

 

主な要因としては、令和２年度の「新型コロナウイルス感染症対応資金」

の取扱いにより、保証債務残高は急増しましたが、その後は繰上げ完済や約

定返済の本格化などに伴い、減少したものと考えます。 

 

 （３）保証先数 

   保証先数は、保証債務残高の動向に連動しており、１４，１２７先と、前

年度末に比べ１５９先の減少となりました。 

 中小企業者の保証利用度は、前年度の４１．８６％から０．４７ポイント

低下し、４１．３９％となっています。 

 

 

 ２．期中管理・経営支援部門 

  中小企業者を取り巻く経営環境が厳しい状況にある中、中小企業者との「対

話と傾聴」を心掛け、経営課題の把握に努めるとともに、金融機関や関係支援

機関との「連携の深化」を図り、経営課題解決の支援のより一層の強化に努め

ました。 
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（１）期中管理 

期中管理は、早期延滞管理一覧表やリスク管理口一覧表を活用し、金融機関

や関係支援機関と連携しながら中小企業者の実態を早期に把握するとともに、

経営改善の可能性を検討するなど適切な期中管理に努めました。 

 

（２）経営支援 

経営支援は、引き続き巡回訪問事業を強化しており、更なる中小企業者との

信頼関係の構築を目指すとともに、その過程で経営課題を把握し、経営改善に

つなげることを目的として、創業先、新規返済緩和先、大口返済緩和先及び事

業承継を要する先に加え、令和６年度は新型コロナウイルス関連の保証利用先、

山口県中小企業活性化協議会への事前相談先について重点的に訪問しました

（延べ２４２回実施）。 

 

 また、次のとおり、中小企業者の経営改善の取組を支援しました。 

・やまぐち中小企業・小規模事業者経営支援強化事業（山口県中小企業診断協

会と連携した専門家派遣）による経営診断事業（３９先）及び受診後のフォ

ローアップ（１９先）。 

・認定経営革新等支援機関による経営改善計画策定支援事業に係る補助事業

（３２先）。 

・認定経営革新等支援機関による早期経営改善計画策定支援事業に係る補助

事業（２０先）。 

・山口県中小企業活性化協議会への事前相談（８先）。 

・山口県事業承継・引継ぎ支援センターへのつなぎ支援（１０先）。 

・山口県よろず支援拠点へのつなぎ支援（１０先）。 

 

 さらに、令和６年度は、各地域の金融機関や商工団体、山口県中小企業活性

化協議会、山口県事業承継・引継ぎ支援センター及び山口県よろず支援拠点等

の関係支援機関と連携して支援を図る「地域の経営・金融一体型支援ネットワ

ーク」を山口・防府圏域及び柳井圏域で構築し、次の取組を行いました。 

・金融機関や関係支援機関との連携強化及び支援能力向上を目的としたネット

ワーク会議（８回）。 

・個社支援を目的としたサポートミーティング（２回）。 

・山口県商工会連合会、山口県中小企業団体中央会との共催による「山口・防

府圏域ネットワークセミナー及び山口県よろず支援拠点相談会」（１回）。 
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 ３．回収部門 

  有担保求償権の減少や第三者保証人の原則非徴求等の影響により、回収財

源が減少傾向にあることから、回収の最大化を図るため、回収部門を本店に集

約化した効果を発揮するなど、「回収部門における基本ポリシー」に基づいた

効率的な管理・回収に努めました。 

 

 （１）代位弁済 

   代位弁済は、２００先（対前年比１０２．６％）、３６４件（同８９．０％）、

３６億５，７７１万円（同９０．０％）と、前年度に比べ先数は５先の増加、

件数は４５件、金額は４億４４０万円の減少となりました。 

 なお、代位弁済率（対保証債務平均残高）は１．２６％となり、前年度に

比べ０．０４ポイント減少しました。 

 

 （２）求償権回収 

   求償権回収は、初動の徹底と早期着手に努め、適切かつ効率的な管理によ

る機会を逸しない回収を図るとともに、一部弁済による連帯保証人の債務免

除などを活用した求償権解決の推進に努め、元本回収で８７件（対前年比１

４０．３％）、７億５，９０２万円（同９７．８％）となりました。 

 

 （３）期末求償権残高 

   期末求償権残高は、２８５件（対前年比８６．６％）、１３億５，８３６

万円（同１０５．６％）となり、前年度末に比べ件数は４４件の減少、金額

は７，２５０万円の増加となりました。 

 

 

 ４．その他間接部門 

  組織体制は、令和７年度実施の支店統合に向けた諸準備を進めました。 

  業務運営については、「保証申込手続きの電子化」の開始（３金融機関）や

「保管文書の電子化」の作業とともに、引き続き「保証申込手続きの電子化」

や「電子保証書交付サービス」の利用を金融機関に呼びかけるなど、業務の効

率化と利便性の向上に努めました。 

  また、人材の育成、コンプライアンス態勢や危機管理体制の維持・強化に努

め、組織力の向上に取り組みました。 
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 ５．収支関係 

 （１）当期収支差額 

   経常収入は、保証債務残高の減少による保証料減少の影響が大きく、前年

度に比べ２億９０３万円減少し、３４億５，８４８万円となりました。 

 経常支出は、保証債務残高の減少に連動して信用保険料が減少したもの

の、各種電子化作業に伴う事務費の増加等があり、前年度に比べ５，６３０

万円増加し、２５億３，０２５万円となりました。 

 これより、経常収入から経常支出を差し引いた経常収支差額は、前年度に

比べ２億６，５３４万円減少し、９億２，８２３万円となりました。 

 経常外収支差額は、代位弁済の減少により、求償権補填金戻入と求償権償

却が減少し、また保証債務残高の減少により、責任準備金繰入が減少したこ

となどから、前年度に比べ１億６，４８１万円減少し、△８，３５１万円と

なりました。 
 この結果、経常収支差額と経常外収支差額を合計した当期収支差額は、８

億４，４７２万円となりました。 
 
 （２）基本財産 
   基金については、本年度も新たな出捐金等はなく、変動はありませんでし

た。 

 基金準備金については、当期収支差額８億４，４７２万円のうち、収支差

額変動準備金に繰り入れた４億２，２００万円を控除した残りの４億２，２

７２万円を繰り入れし、１６２億１，８３１万円となりました。 

 この結果、基金と基金準備金を合計した基本財産は、２３３億１，９４６

万円となりました。 

 

 

 事業の展望 

  内閣府の「月例経済報告」によれば、先行きについては、雇用・所得環境の

改善や各種政策の効果が緩やかな回復を支えることが期待されている一方、米

国の通商政策の影響による景気の下振れリスクや、物価上昇の継続が個人消費

に及ぼす影響などが、我が国の景気を下押しするリスクとされています。また、

金融資本市場の変動などの影響に一層注意する必要があるとされています。 

 こうした中、当協会は、引続き「金融支援と経営支援の一体的取組」を柱に

据え、県内各地域において金融機関や関係支援機関との連携を一層深め、この

関係性を活かしたハブ機能を発揮し、経営課題の把握や、経営悪化の予兆の早

期把握に努め、県内中小企業者の頼りがいのあるパートナーとして、金融・経

営面での課題解決の支援をより一層強化していきます。 
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 また、支店統合を含む組織改編や人材の有効活用、業務のデジタル化の推進

等に取り組み、組織力向上に向けた業務運営・組織体制の合理化を進め、持続

可能な信用保証制度の安定化を図ります。 

-6-



１）保証状況 （単位：千円、％）

   9 6. 6

   9 3. 1

   9 6. 6

   9 1. 5

   9 8. 9

   9 6. 3

   9 4. 7

   9 2. 7

   9 4. 7

   9 7. 4

   7 1. 6 ヵ 月    7 7. 4 ヵ 月    9 2. 5

先 先    9 8. 9

２）管理状況 （単位：千円、％）

   8 9. 0

   9 0. 0

求償権･償却求償権
回 収

  1 4 0. 3

（ 元 本 の み ）    9 7. 8

  1 2 0. 7

   8 0. 9

   7 9. 5

  1 0 0. 0

   8 6. 6

  1 0 5. 6

  1 0 1. 2

  1 2 1. 9

％ ％    9 6. 9

回収率 ％ ％    9 9. 5

代 位 弁 済 率
（対保証債務平均残高）

1. 2 6 1. 3 0

1. 9 5 1. 9 6

     3, 9 0 8

求 償 権 残 高
件 数       2 8 5       3 2 9

金 額   1, 3 5 8, 3 5 8   1, 2 8 5, 8 5 8

一 件 当 り 代 位 弁 済     1 0, 0 4 9      9, 9 3 2

一 件 当 り 求 償 権 残 高      4, 7 6 6

（うち補塡金によるもの）   2, 9 7 4, 8 0 3   3, 7 4 0, 3 1 8

（うち自己償却によるもの）    2 7 2, 1 7 5    2 7 2, 0 8 0

求 償 権 償 却
件 数       3 9 6       3 2 8

金 額   3, 2 4 6, 9 7 7   4, 0 1 2, 3 9 8

件 数        8 7        6 2

金 額    7 5 9, 0 2 0    7 7 5, 9 7 4

対前年比

代 位 弁 済
件 数       3 6 4       4 0 9

金 額   3, 6 5 7, 7 0 6   4, 0 6 2, 1 0 6

平 均 保 証 期 間 （ 月 数 ）

保 証 先 数     1 4, 1 2 7     1 4, 2 8 6

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度

一 件 当 り 保 証 承 諾     1 5, 9 2 2     1 6, 8 0 4

一 件 当 り 保 証 債 務 残 高     1 1, 5 1 0     1 1, 8 2 1

保証債務平均残高
件 数     2 4, 8 8 2     2 6, 2 6 5

金 額 2 9 0, 2 6 2, 2 9 2 3 1 3, 0 9 2, 4 1 3

保 証 債 務 残 高
件 数     2 4, 9 5 9     2 5, 2 3 7

金 額 2 8 7, 2 6 6, 8 4 8 2 9 8, 3 1 4, 3 2 3

保 証 承 諾
件 数      5, 1 7 9      5, 3 6 1

金 額  8 2, 4 5 9, 0 0 3  9 0, 0 8 7, 7 9 7

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 対前年比

保 証 申 込
件 数      5, 2 5 7      5, 4 4 4

金 額  8 5, 0 7 9, 9 6 5  9 1, 4 2 3, 7 8 7

実際回収（元本）
期首実際求償権＋期中代位弁済 ）（
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３）基本財産・諸準備金及び支払準備等の状況 （単位：千円）

 2 2, 8 9 6, 7 4 5    4 2 2, 7 1 7  2 3, 3 1 9, 4 6 2

基 金   7, 1 0 1, 1 5 2         0   7, 1 0 1, 1 5 2

基 金 準 備 金  1 5, 7 9 5, 5 9 3    4 2 2, 7 1 7  1 6, 2 1 8, 3 1 0

0   0 0

 1 0, 0 4 0, 0 6 6    4 2 2, 0 0 0  1 0, 4 6 2, 0 6 6

  2, 0 0 3, 6 7 4 △  7 0, 3 0 5   1, 9 3 3, 3 6 9

   3 5 8, 7 1 3 △  3 7, 0 0 5    3 2 1, 7 0 9

 4 2, 0 4 3, 0 1 9     2 2, 5 0 1  4 2, 0 6 5, 5 2 0

   8 4 0, 3 2 2     4 8, 1 5 6    8 8 8, 4 7 8

   4 6 6, 2 8 0 △  1 4, 2 2 2    4 5 2, 0 5 8

（単位：％）

0. 9 2 0. 9 3   9 8. 9

0. 4 3 0. 4 3  1 0 0. 0

1 4. 6 4 1 4. 0 9  1 0 3. 9

平 均 保 証 料 率

平 均 保 険 料 率

支 払 準 備 資 産 保 有 率

責 任 準 備 金

求 償 権 償 却 準 備 金

支 払 準 備 保 有 残 高

退 職 給 与 引 当 金

事 業 用 不 動 産

令 和 ６ 年 度

前 期 末 当期中増減(△)額 当 期 末

基 本 財 産

制 度 改 革 促 進 基 金

収 支 差 額 変 動 準 備 金

令 和 ５年 度 対 前 年 比
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２．収 支 計 算 書
（単位：円）

3,458,482,359
2,678,108,987

10,078,406
273,196,827

0
0

26,813,562
208,579,406
247,607,000
14,098,171

2,530,252,013
1,260,145,959
612,874,268
73,284,200

111,692,060
6,965,860

298,016,781
44,715,114
39,988,501
1,378,027
41,494,281
11,884,033
17,852,834

0
1,253,903,960

0
16,202,094

928,230,346
5,463,049,479

71,796,915
2,003,673,630
358,713,423

2,974,802,520
2,567,724,957
407,077,563

0
0
0

54,062,991
5,546,562,747

3,246,977,414
0

40,780,149
0
0
0

1,933,368,557
321,708,623

3,728,004
△ 83,513,268

0
0

844,717,078
422,000,000

有 価 証 券 評 価 損
有 価 証 券 売 却 損

基 本 財 産 繰 入 額

経 常 外 収 支 差 額
制 度 改 革 促 進 基 金 取 崩 額

当 期 収 支 差 額
収支差額変動準備金取崩額

退 職 金
責 任 準 備 金 繰 入

収支差額変動準備金繰入額

求 償 権 償 却 準 備 金 繰 入
そ の 他 支 出

雑 勘 定 償 却
譲 受 債 権 償 却

補 助 金
そ の 他 収 入

求 償 権 償 却 準 備 金 戻 入
求 償 権 補 塡 金 戻 入

保 険 金
損 失 補 償 補 塡 金

有 価 証 券 評 価 益
有 価 証 券 売 却 益

経 常 外 支 出
求 償 権 償 却

経 常 収 支 差 額
経 常 外 収 入

償 却 求 償 権 回 収 金
責 任 準 備 金 戻 入

借 入 金 利 息
信 用 保 険 料

雑 支 出

信 用 調 査 費
債 権 管 理 費
指 導 普 及 費
負 担 金

責 任 共 有 負 担 金 納 付 金

責 任 共 有 負 担 金

旅 費
事 務 費
賃 借 料
動 産 ・ 不 動 産 償 却

役 職 員 給 与
退 職 給 与 引 当 金 繰 入
そ の 他 人 件 費

基 本 財 産 取 崩 額
又　は 422,717,078

金　　　　　　　　　　　額

調 査 料

経 常 収 入
保 証 料
預 け 金 利 息
有 価 証 券 利 息 配 当 金

科　　　　　　　　目

業 務 費
経 常 支 出

延 滞 保 証 料
損 害 金
事 務 補 助 金

雑 収 入

令和 ６年 ４月 １日から
令和 ７年 ３月３１日まで
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３．貸 借 対 照 表　（令和７年３月３１日現在）
（単位：円）

692,654 23,319,462,222

現 金 692,654 7,101,152,000

小 切 手 0 16,218,310,222

7,649,111,339 0

当 座 預 金 0 10,462,066,228

普 通 預 金 886,632,554 0

通 知 預 金 0 1,933,368,557

定 期 預 金 6,760,000,000 321,708,623

郵 便 貯 金 2,478,785 888,477,900

0 0

34,417,716,503 287,266,847,870

国 債 0 0

地 方 債 8,499,949,696 0

社 債 25,915,766,807 0

株 式 2,000,000 0

受 益 証 券 0 0

新 株 予 約 権 0 （ うち日本政策金融公庫分 ） 0

フ ァ ン ド 出 資 0 0

譲 渡 性 預 金 0 （ うち日本政策金融公庫分 ） 0

そ の 他 0 0

508,802,536 7,742,436,928

事 業 用 不 動 産 452,057,535 198,472,339

事 業 用 動 産 56,745,001 22,388,443

所 有 動 産 ・ 不 動 産 0 4,413,136

建 設 仮 勘 定 0 7,515,843,736

0 880,224

287,266,847,870 439,050

1,358,357,966 0

0

732,839,460

仮 払 金 33,324,693

保 証 金 0

厚 生 基 金 67,617,800

連 合 会 勘 定 2,304,113

未 収 利 息 74,436,439

有 価 証 券 未 収 入 金 0

未 経 過 保 険 料 555,156,415

合 計 331,934,368,328 331,934,368,328

損 失 補 償 金 見 返

保 証 債 務

求 償 権

譲 受 債 権

雑 勘 定

雑 勘 定

仮 受 金

保 険 納 付 金

未 払 費 用

動 産 ・ 不 動 産

保 証 債 務 見 返

退 職 給 与 引 当 金

損 失 補 償 金

合 計

長 期 借 入 金

収支差額変動準備金造成資金

短 期 借 入 金

未 経 過 保 証 料

借 入 金

保 険 金

有 価 証 券 未 払 金

未 払 保 険 料

損 失 補 償 納 付 金

求 償 権 補 塡 金

損 失 補 償 補 塡 金

基 本 財 産

収 支 差 額 変 動 準 備 金

責 任 準 備 金

求 償 権 償 却 準 備 金

基 金

基 金 準 備 金

制 度 改 革 促 進 基 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

現 金

預 け 金

有 価 証 券

借　　　　　　　　　　　　　　　　方

金 銭 信 託

貸　　　　　　　　　　　　　　　　　方

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額 金　　　　　　　額科　　　　　　　目
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（単位：円）

現 金 692,654
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

0

預 け 金 7,649,111,339 責 任 準 備 金 1,933,368,557

金 銭 信 託 0 求償権償却準備金 321,708,623

有 価 証 券 34,417,716,503 退 職 給 与 引 当 金 888,477,900

動 産 ・ 不 動 産 508,802,536 損 失 補 償 金 0

損 失 補 償 金 見 返 0 保 証 債 務 287,266,847,870

保 証 債 務 見 返 287,266,847,870 求 償 権 補 塡 金 0

求 償 権 1,358,357,966 借 入 金 0

譲 受 債 権 0 雑 勘 定 7,742,436,928

雑 勘 定 732,839,460

合 計 331,934,368,328 合 計 298,152,839,878

正 味 財 産 33,781,528,450

４．財 産 目 録　（令和７年３月３１日現在）

資　　　　　　　　　　　　　　　　産 負　　　　　　　　　　　　　　　　債

科　　　　目 科　　　　目金　　　　　　額 金　　　　　額
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